
平成１６年３月期　　 決算短信（連結） 平成１６年５月２１日

上場会社名 徳倉建設株式会社 上場取引所 名証
コード番号 1892 本社所在都道府県 愛知県
（ＵＲＬ　ｈｔｔｐ：//www.tokura.jp/ )
問合せ先 代表者　 役職名 代表取締役社長　氏名　徳倉　正晴

氏　名 役職名 総務部長　　　　　 氏名　石原　重保   ＴＥＬ（０５２）９６１－３２７１
決算取締役会開催日 平成１６年５月２１日
米国会計基準採用の有無 無

１．１６年３月期の連結業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）
（１）連結経営成績 ［金額は百万円未満切捨て表示］

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１６年　３月期 43,461  △1.1  983    11.7  734    16.7  
１５年　３月期 43,955  △9.2  880    20.2  629    12.5  

１株当たり 潜在株式調整後 株主資本 総資本 売上高

当期純利益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　　銭 ％ ％ ％

１６年　３月期 16   △79.5    0.77  -   0.4    2.0    1.7  
１５年　３月期 78  - 3.63  -   1.8    1.7    1.4  

（注）①持分法投資損益 16年3月期： -   百万円 15年3月期： -  百万円

　　　②期中平均株式数（連結） 16年3月期： 21,498,336   株 15年3月期： 21,633,252   株

　　　③会計処理の方法の変更 無
　　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）連結財政状態

１６年　３月期

１５年　３月期

（注）期末発行済株式数 16年3月期： 21,388,684   株 15年3月期： 21,487,426   株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

１６年　３月期

１５年　３月期

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数　　　4 社　　　持分法適用非連結子会社数　　　0 社　　　持分法適用関連会社数　　　0 社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結（新規）　　　0 社　　　（除外）　　　0 社　　　持分法（新規）　　　0 社　　　（除外）　　　0 社

２．１７年３月期の連結業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

中間期
通   期

（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期）　 5  円 58  銭

※上記の業績予想につきましては、現時点で得られた情報にもとづいて算定した見通しであり、多分に不確定
　な要素を含んでおります。実際の業績は、様々な要素の変化などにより業績予想と乖離する結果となり得る
　ことをご承知おきください。
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百万円 百万円 百万円

△ 2,328   △ 115   429   

売上高

百万円 百万円 百万円

期末残高キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
財務活動による 現金及び現金同等物

204.42  

10   △ 1,604   4,317   

総資産 株主資本

キャッシュ・フロー
営業活動による 投資活動による

１株当たり株主資本

円　　銭
36,464   4,592     12.6  214.70  

株主資本比率

百万円 百万円 ％

経常利益

当期純利益

売上高 経常利益 当期純利益

35,492   4,392     12.4  

営業利益

百万円
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１．企業集団の状況

当社の企業集団は、連結子会社　４社、非連結子会社　２社、関連会社　２社で構成され、建設事業、不動産事業を主体として、

これらに伴う工事の発注・施工・管理及び建設資材の販売、建設機械等の賃貸の事業活動を主体として、展開しております。

当企業集団の事業の系統図は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　

非連結子会社 関　連　会　社

徳倉建設株式会社
建設事業 不動産事業 その他の事業

得　　　　　　　　　意　　　　　　　　　先

連　　結　　子　　会　　社

ﾘﾃｯｸ徳倉株式会社三徳物産株式会社 中央地所株式会社 ｾﾝﾄﾗﾙ工材株式会社
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株式会社ｼﾞｵ・ﾊﾟｲｵﾆｱ 中央管理株式会社 吉良合材ﾌﾟﾗﾝﾄ株式会社 東京中央管理株式会社
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

　当社およびグループ各社は「友愛」を社是とし、建設事業を通じて社会の安定と発展に貢献

することを基本姿勢としております。

　また、株主重視と顧客満足を一体として捉え、市場環境の変化に臨機に対応し安定的に収

益を確保できる企業体質を構築することにより、企業価値を高めることを経営の基本方針とし

ております。

（２）利益配分に関する基本方針

　利益は、株主への還元、安定的な配当の維持、長期的な視野に立った企業体質の強化に、

バランスよく配分することが重要であると考えております。したがって、企業価値を高め、将来

的な発展を視野においた配分を基本とします。

（３）中長期的な経営戦略および課題

　建設業は、市場の縮小と競争の激化等、厳しい環境下にありますが、当社及びグループ各

社は環境の変化に対応できる経営体制の構築を図っております。

　このため、お客様の現状ニーズに応えるに留まらず、その先のニーズを掘り起こすマーケッ

トの創造が必要です。固定概念にとらわれず、柔軟な発想で関連各部門が連携し、積極的な

取組みをしてまいります。

　また、中堅優良企業を目指す第６次３ヵ年計画の２年目となりますが、中部圏における大規

模プロジェクトも仕上げの段階に入った今、従来から得意とする公共事業部門の更なる充実

と今後の重点分野である建築部門の強化、並びに首都圏への展開をしてまいります。

 更にＰＦIなどの手法を使った新規事業への進出や、環境、福祉分野への取組みを通じて受

注拡大を図ります。

　当社は、こうした施策の実現と、経営環境の変化に機敏に対応するため、６月２９日開催の

株主総会終了後に執行役員制度を導入いたします。

　また、会社は人なりと考え、今年を人材育成再スタートの年とし、社員の更なるスキルアップ

のための各種プログラムを用意するとともに「社内活性化・会社を元気に」を目指して若手社

員を中心とする新委員会を発足し、若い力を積極的に活用していきます。

　また組織や業務・制度の見直しを行い、経営効率を改善し、収益体質の強化を図ります。

（４）コーポレート・ガバナンス

　当社は企業価値を高めることを基本方針としており、株主や投資家のご理解や顧客のご信

頼を得るために、情報開示や広報活動も積極的に実施しております。

　市場の変化に対応した新しい建設業を探求し、変革と創造へ挑戦する健全な企業活動を展

開するため、新しい経営体制に移行します。

　取締役会は、執行役員制度の導入により、会社経営の意思決定機関として活性化するとと

もに、監督機能を強化します。

　執行役員は機動的な業務執行と部門機能の強化を図ります。

　監査役は、社内の重要な会議や活動に参加し、コンプライアンス経営に則した業務監査を実

施しております。

　また、法令の遵守や事案に対して適切な対応を図るために複数の弁護士を起用しており、会

社の経理・会計については栄監査法人によって会計監査を受けております。

　　　コンプライアンスの徹底はリスク管理の最も重要なテーマと捉え、社員教育や社長通信等の

　　社内情報伝達システムにより、積極的な取組を今後も継続実施いたします。
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３．経営成績および財政状態

（１）当期の概況

　当期のわが国経済は、堅調な輸出と設備投資の増加を背景に期の後半には、緩やかではあ

りますが、回復の兆しがみられました。しかしながら、雇用の改善はみられず、個人消費は低迷

し、景気回復の実感がない状態で推移いたしました。

　建設市場におきましては、公共工事は国、地方自治体ともに財政難などにより減少し、民間工

事は一部の製造業を中心とした設備投資及び住宅投資に若干の増加がみられるものの、市場

全体の縮小が進む中、依然として厳しい競争が続いております。

　このような状況のもと当社及びグループ各社は総力をあげて受注活動や工事利益の確保、リ

スク管理の徹底に努めました。

　その結果、当連結会計年度の受注高は、４２１億９７百万円（前年同期比１４％増）、売上高は

４３４億６１百万円（前年同期比１．１％減）となりました。

　利益につきましては、原価管理の強化・徹底と一般管理費等経費全般にわたるコスト削減の実

施により、営業利益は９億８３百万円（前年同期比１１．７％増）、経常利益は７億３４百万円（前年

同期比１６．７％増）となりました。

　しかしながら、当期純利益は、特別損失として固定資産の除却損及び貸倒引当金繰入等により、

４億７１百万円を計上したため、１６百万円となりました。

　 なお、事業の種類別セグメント業績は次のとおりです。

（建設事業）

　受注高は４２１億９７百万円、完成工事高は４２１億８３百万円、営業利益は８億７２百万円となり

ました。

（不動産事業）

　不動産事業売上高は６億９８百万円、営業利益は６３百万円となりました。

（その他の事業）

　その他の兼業事業売上高は５億７９百万円、営業利益は３８百万円となりました。

（２）財政状況

キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動による資金の増加は、８億６百万円となりました。

これは主に工事未払金の増加による仕入債務の増加１４億３３百万円、割引手形の増加５億５７百

万円などによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動によるキャッシュ・フロー資金の増加は、１０百万円となりました。

これは主に投資有価証券の売却による収入１億５百万円、貸付金の回収による収入５０百万円

などによるものです。
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財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動による資金の減少は、１６億４百万円となりました。

これは主に借入金の返済によるものであります。

以上により、当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対して、

８億１７百万円（△１５．９％）減少し、４３億１７百万円となりました。

キャッシュ・フロー指標のトレンド

株主資本比率 (％）

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率(％）

債務償還年数 (年）

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ (倍）

（注）各指摘は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

株主資本比率 株主資本/総資産

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率 株主時価総額/総資産

債務償還年数 有利子負債/営業活動によるキャッシュ・フロー

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ 営業活動によるキャッシュ・フロー/利払い

(注)１．株主時価総額は期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。

　　 ２．営業活動によるキャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による

キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている

負債のうち利子を支払っている負債を対象としております。

また利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の支払額を使用しております。

（３）次期（平成１７年３月期）の見通し

　次期の見通しにつきましては、企業収益の改善、株式市場の好転等により、国内景気は徐々に上

向くものの、米国経済の先行や国際情勢の不安もあり、経済全体としては本格的な景気回復までに

は至らないものと予想されます。

　建設業界におきましては、民間設備投資に回復が見られるものの、公共工事の削減が続く上に中

部国際空港・愛知万博の２大プロジェクトもほぼ完成に近づき、更なる需要の減少と競争の激化

により、予断を許さぬ経営環境が続くことが予想されます。

　これらの状況を踏まえ、当社グループは「マーケット創造、建築分野・首都圏強化による受注確保」

「安全第一、顧客重視」「リスク管理の徹底、人材の育成」を重点方針とし、経営の効率化と基盤の強

化を図り、業績の向上に遭進する所存であります。

平成16年3月

11.6

13.0 12.6 12.4 12.6

　9.7

　3.5

  - 15.9   - 15.9

11.7  -   -

16.1   8.6

平成13年3月 平成14年3月 平成15年3月
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4.連結財務諸表等

金額 構成比 金額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ流動資産 27,024,315   74.1  25,945,739   73.1  1,078,576   
現金及び預金 4,317,516   5,135,059   △ 817,543   
受取手形・完成工事未収入金 14,191,393   13,380,429   810,964   
有価証券 101,036   99,970   1,066   
販売用不動産 2,022,504   1,915,604   106,900   
未成工事支出金 4,229,394   2,555,733   1,673,661   
不動産事業支出金 969,435   1,125,023   △ 155,588   
その他棚卸資産 23,053   17,930   5,123   
その他流動資産 1,527,505   2,025,017   △ 497,512   
繰延税金資産 98,542   112,933   △ 14,391   
貸倒引当金 △ 456,063   △ 421,959   △ 34,104   

Ⅱ固定資産 9,440,413   25.9  9,546,339   26.9  △ 105,926   
（１）有形固定資産 6,226,055   6,541,385   △ 315,330   

建物・構築物 1,988,002   2,222,878   △ 234,876   
機械・運搬具 574,373   648,429   △ 74,056   
工具器具・備品 22,816   26,898   △ 4,082   
土地 3,640,864   3,643,180   △ 2,316   

（２）無形固定資産 30,378   31,986   △ 1,608   
（３）投資その他の資産 3,183,980   2,972,968   211,012   

投資有価証券 1,948,373   1,507,759   440,614   
関係会社株式 68,303   68,303   0   
長期貸付金 210,246   263,742   △ 53,496   
更生債権 29,468   50,440   △ 20,972   
その他の投資等 1,035,924   1,061,826   △ 25,902   
繰延税金資産 356,282   472,057   △ 115,775   
再評価に係る繰延税金資産 250,490   250,490   0   
貸倒引当金 △ 715,106   △ 701,649   △ 13,457   

資 産 合 計 36,464,728   100.0  35,492,078   100.0  972,650   

金額 構成比 金額 構成比
千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ流動負債 27,860,050   76.5  28,027,979   79.0  △ 167,929   
支払手形・工事未払金 12,250,314   10,964,151   1,286,163   
短期借入金 9,502,267   11,824,696   △ 2,322,429   
未成工事受入金 4,725,834   3,915,338   810,496   
完成工事補償引当金 38,326   35,684   2,642   
賞与引当金 142,901   138,538   4,363   
その他の流動負債 1,200,408   1,149,572   50,836   

Ⅱ固定負債 3,949,358   11.0  3,098,800   8.7  850,558   
社債 1,100,000   1,100,000   0   
長期借入金 2,180,341   1,412,455   767,886   
退職給付引当金 455,464   290,720   164,744   
その他の固定負債 213,553   295,625   △ 82,072   

負 債 合 計 31,809,408   87.5  31,126,779   87.7  682,629   
少 数 株 主 持 分 63,184   △ 0.2  6,201   △ 0.1  56,983   

千円 ％ 千円 ％ 千円
Ⅰ資本金 2,368,033   6.5  2,368,033   6.7  0   
Ⅱ資本剰余金 1,532,784   4.2  1,532,784   4.3  0   
Ⅲ利益剰余金 1,150,249   3.2  1,250,166   3.6  △ 99,917   
Ⅳ土地再評価差額金 △ 368,003   △ 1.0  △ 368,003   △ 1.0  0   
Ⅴその他有価証券評価差額金 72,945   0.2  △ 195,438   △ 0.6  268,383   
Ⅵ自己株式 △ 163,872   △ 0.4  △ 228,444   △ 0.6  64,572   
資 本 合 計 4,592,136   12.7  4,359,098   12.4  233,038   
負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 合 計 36,464,728   100.0  35,492,078   100.0  972,650   

資　　　　本　　　　の　　　　部

増減金額

増減金額

資　　　　産　　　　の　　　　部
当連結会計年度 前連結会計年度

平成１６．３．３１現在

（１）連結貸借対照表

当連結会計年度 前連結会計年度
負　　　　債　　　　の　　　　部

科　　　　　目

科　　　　　目
平成１５．３．３１現在

平成１５．３．３１現在

平成１６．３．３１現在
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金額 百分比 金額 百分比

千円 ％ 千円 ％ 千円
Ⅰ売上高 43,461,175   100.0  43,955,871   100.0  △ 494,696   

Ⅱ売上原価 39,806,318   91.6  40,348,338   91.8  △ 542,020   

売上総利益 3,654,857   8.4  3,607,533   8.2  47,324   

Ⅲ販売費及び一般管理費 2,671,641   6.1  2,726,832   6.2  △ 55,191   

営業利益 983,216   2.3  880,701   2.0  102,515   

Ⅳ営業外収益 78,517   0.2  95,914   0.2  △ 17,397   

受取利息及び配当金 36,093   40,769   △ 4,676   

その他の収益 42,424   55,145   △ 12,721   

Ⅴ営業外費用 327,049   0.8  347,591   0.8  △ 20,542   

支払利息 232,506   231,094   1,412   

その他の費用 94,543   116,497   △ 21,954   

経常利益 734,684   1.7  629,024   1.4  105,660   

Ⅵ特別利益 18,481   0.0  30,136   0.0  △ 11,655   

貸倒引当金戻入益 318   15,156   △ 14,838   

その他の特別利益 18,163   14,980   3,183   

Ⅶ特別損失 471,158   1.1  558,518   1.2  △ 87,360   

固定資産売除却損 132,432   　　　　　　　－ 132,432   

投資有価証券評価損 　　　　　　　－ 151,534   △ 151,534   

貸倒引当金繰入額 159,807   198,529   △ 38,722   

その他の特別損失 178,919   0.6  208,455   △ 29,536   
税金等調整前当期純利益 282,007   0.6  100,642   0.2  181,365   

法人税、住民税及び事業税 261,057   △ 0.1  233,796   0.5  27,261   

法人税等調整額 △ 59,803   0.1  △ 147,569   △ 0.4  87,766   

少数株主利益（△は損失） 64,145   0.1  △ 64,066   △ 0.1  128,211   

当期純利益 16,608   0.0  78,481   0.2  △ 61,873   

（資本剰余金の部） 千円
Ⅰ．資本剰余金期首残高               -

Ⅱ．資本剰余金増加高               -

Ⅲ．資本剰余金減少高               -

Ⅳ．資本剰余金期末残高               -

（利益剰余金の部） 千円
Ⅰ．利益剰余金期首残高 △ 23,519      

Ⅱ．利益剰余金増加高 △ 61,873      

　　　当期純利益 △ 61,873      

Ⅲ．利益剰余金減少高 14,525      

　　　配当金 △ 805      

　　　自己株式売却差損 15,330      

Ⅳ．利益剰余金期末残高 △ 99,917      

千円

当連結会計年度 前連結会計年度
平成１５．４．１～平成１６．３．３１ 平成１４．４．１～平成１５．３．３１

56,580      

1,150,249      

千円

千円
1,250,166      

16,608      

1,532,784      

                        -

                        -

1,532,784      

1,273,685      

78,481      

1,250,166      

102,000      

60,750      

41,250      

78,481      

科　　　　目 増減金額

116,525      

59,945      

16,608      

1,532,784      

                        -

                        -

1,532,784      

千円

（２）連結損益計算書

（３）連結剰余金計算書

当連結会計年度 前連結会計年度
平成１５．４．１～平成１６．３．３１科　　　　　目 増減金額平成１４．４．１～平成１５．３．３１
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当連結会計年度 前連結会計年度
平成１５．４．１～平成１６．３．３１ 平成１４．４．１～平成１５．３．３１

金額 金額

千円 千円

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 282,007   100,642   
減 価 償 却 費 267,553   285,110   
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 47,561   190,771   
完成工事補償引当金の増減額（△減少） 2,642   △ 8,024   
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 164,744   131,312   
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ 減 少 ） 4,363   △ 17,019   
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 35,962   △ 40,769   
支 払 利 息 232,375   231,094   
有価証券・投資有価証券売却損（△益） △ 14,382   13,689   
有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 評 価 損 　　　　　　　　　　- 163,142   
そ の 他 の 投 資 評 価 損 　　　　　　　　　　- 118,900   
固 定 資 産 売 除 却 損 131,776   5,649   
割 引 手 形 の 増 減 額 （ △ 減 少 ） 557,408   △ 1,001,846   
売 上 債 権 の 増 減 額 （ △ 増 加 ） △ 943,358   1,155,845   
その他の流動資産の増減額（△減少） 925,360   △ 279,950   
そ の 他 の 流 動 負 債 の 減 少 額 △ 9,433   △ 40,166   
棚 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ 増 加 ） △ 1,627,903   418,603   
仕 入 債 務 の 増 減 額 （ △ 減 少 ） 1,433,556   △ 3,161,671   
そ の 他 の 固 定 負 債 の 減 少 額 △ 77,303   △ 107,061   
未 払 消 費 税 等 の 減 少 額 △ 133,810   △ 120,375   
為 替 差 損 43,907   27,165   
そ の 他 △ 3,078   42,694   

1,247,981   △ 1,892,265   
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 26,443   22,447   
利 息 の 支 払 額 △ 250,874   △ 249,638   
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 217,160   △ 208,759   

806,432   △ 2,328,215   

有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 68,321   △ 412,865   
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 68,546   470,775   

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 85,273   △ 184,222   
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 105,299   78,323   
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 81,820   △ 84,265   
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 309   3,931   
貸 付 に よ る 支 出 △ 6,501   △ 50,518   
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 50,622   59,742   
そ の 他 の 投 資 に よ る 収 入 28,100   4,710   

10,961   △ 115,583   

短 期 借 入 に よ る 収 入 33,030,000   35,824,000   
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 33,508,900   △ 35,486,500   
長 期 借 入 に よ る 収 入 2,284,000   840,000   
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 3,359,643   △ 1,231,661   

自 己 株 式 売 却 に よ る 収 入 30,996   　　　　　　　　　　-
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ 21,414   △ 29,642   
配 当 金 の 支 払 額 △ 59,946   △ 60,750   
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 　　　　　　　　　　- 574,088   

△ 1,604,907   429,535   
Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 30,029   △ 16,072   
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額（△減少） △ 817,543   △ 2,030,335   
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 5,135,059   7,165,394   
Ⅶ．現金及び現金同等物期末残高 4,317,516   5,135,059   

（注）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

単位：千円

現 金 預 金 勘 定 4,317,516   5,135,059   

預 入 期 間 が ３ ヶ 月 を 超 え る 定 期 預 金 0   0   
現 金 及 び 現 金 同 等 物 4,317,516   5,135,059   

科　　　　　目

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

小　　　　　　　　計

投資活動によるキャッシュ・フロー
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Ⅰ．連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社は、三徳物産株式会社、セントラル工材株式会社、中央地所株式会社、リテック徳倉株式会社の４社
であります。
非連結子会社は、株式会社ジオ・パイオニア、中央管理株式会社の２社であります。

２．持分法の適用に関する事項
非連結子会社　株式会社ジオ・パイオニア及び中央管理株式会社、関連会社　吉良合材プラント株式会社及び
東京中央管理株式会社の４社については、重要性がないため持分法を適用しておりません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
三徳物産株式会社、セントラル工材株式会社及び中央地所株式会社の決算日は、１２月３１日、１月３１日及び
２月２８日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を
基礎として、連結を行っております。
但し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
（１）有価証券の評価方法

その他有価証券
・時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主とし
て移動平均法により算定している）によっております。

・時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

（２）棚卸資産（販売用不動産、未成工事支出金及び不動産事業支出金）の評価方法
原価法（個別法）によっております。

（３）材料及び貯蔵品の評価方法
原価法（最終仕入原価法）によっております。

（４）有形固定資産の減価償却の方法
定率法によっております。
なお、建物については、平成１０年度の法人税法の改正に伴い、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附
属設備を除く）については定額法によっております。

（５）引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産
更生債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

②完成工事補償引当金
完成工事にかかる瑕疵担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎に、将来の補償見込額を計上し
ております。

③賞与引当金
従業員の賞与の支給にあてるため、従業員に支給する見込額の内、賞与の当期に負担すべき賞与支給
見込額を計上しております。

④退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、当連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。
又、未認識数理計算上の差異については、翌連結会計年度から５年による按分額を費用処理することとし
ております。

（６）完成工事高の計上基準
工事完成基準によっておりますが、一定の基準に該当する長期大型工事については工事進行基準によって
おります。（工事進行基準による完成工事高　１０,４８８,４２４千円）

（７）重要なリース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（８）消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。

６．連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項
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連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて、作
成しております。

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金
及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に
満期日又は償還期限の到来する短期投資からなっております。

９．法人税等の期間配分の処理に関する事項
連結会計上の利益と税務上の課税所得との差額のうち、期間帰属の差異に基づくすべての項目について、
法人税等（法人税、住民税及び事業税）の期間配分を行っております。

（税効果会計）
①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動）
賞与引当金損金算入限度超過 57,592 千円
完成工事補償引当金損金算入限度超過 15,409 千円
未払事業税 10,105 千円
その他 7,667 千円
連結修正項目 11,275 千円

合　　　　　　　　　　計 102,048 千円
繰延税金負債（流動）

連結修正項目 3,506 千円
合　　　　　　　　　　計 3,506 千円

繰延税金資産（流動）の純額 98,542 千円

繰延税金資産（固定）
長期営業債権貸倒引当金繰入 129,337 千円
ゴルフ会員権評価損 93,263 千円
退職給付引当金繰入 184,411 千円
その他 7,148 千円
連結修正項目 △ 42,083 千円

合　　　　　　　　　　計 372,076 千円
繰延税金負債（固定）

連結修正項目 15,794 千円
合　　　　　　　　　　計 15,794 千円

繰延税金資産（固定）の純額 356,282 千円

再評価に係る繰延税金資産 250,490 千円

②法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率(調整） 40.5 ％

交際費等永久に損金に算入されない項目 24.9 ％
住民税均等割等 14.0 ％
連結子会社欠損金等 △ 8.0 ％
税効果会計適用後の法人税の負担率 71.4 ％
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Ⅱ．注記事項

＜連結貸借対照表関係＞
１．自己株式及び子会社が所有する親会社株式

自己株式の数 392,249 株
連結子会社が所有する連結財務諸表提出会社の株式数 1,608,663 株

＜連結損益計算書関係＞
１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額

従業員給料手当 1,301,238 千円
旅費交通費 215,717 千円
保険料 128,382 千円
法定福利費 185,308 千円

２．固定資産売除却損の内訳は次のとおりであります。
建物 130,439 千円
車両運搬具 829 千円
工具器具 938 千円
備品 226 千円

＜リース取引関係＞
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額 減価償却累計額 期末残高 取得価額 減価償却累計額 期末残高
相当額 相当額 相当額 相当額 相当額 相当額

千円 千円 千円 千円 千円 千円
工具及び器具備品   54,901    34,719    20,182    57,012    45,145    11,866  
その他   54,649    46,590    8,058    51,348    36,478    14,869  

　　合　　　　　　　　　　　　計   109,551    81,310    28,240    108,360    81,624    26,735  

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。

②未経過リース料期末残高相当額

１　　年　　以　　内
１　　年　　　　超

　　合　　　　　　　　　　　　計

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料
減価償却費相当額

④減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(前　　期)

(前　　期)

  16,815  
  28,240  

(当　　期)

  12,029  
  26,735  

(当　　期)
千円

千円 千円

  16,962    20,400  
  16,962    20,400  

  11,425  

(当　　期)

(前　　期)
千円

  14,706  
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５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

単位：千円

建設事業 不動産事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

（１）外部顧客に対する売上高 42,183,153   698,303   579,719   43,461,175   - 43,461,175   

713,933   212,807   2,520,204   3,446,944   (3,446,944)  -

42,897,086   911,110   3,099,923   46,908,119   (3,446,944)  43,461,175   

42,024,976   847,528   3,061,157   45,933,661   (3,455,702)  42,477,959   

872,110   63,582   38,766   974,458   8,758   983,216   

16,866,182   8,233,709   1,953,562   27,053,453   8,065,468   36,464,728   

78,692   93,203   66,870   238,765   28,788   267,553   

56,138   4,160   13,125   73,423   9,266   82,689   

単位：千円

建設事業 不動産事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

Ⅰ．売上高及び営業損益

（１）外部顧客に対する売上高 42,582,925   978,947   393,999   43,955,871   - 43,955,871   

650,303   264,934   2,254,903   3,170,140   (3,170,140)  -

43,233,228   1,243,881   2,648,902   47,126,011   (3,170,140)  43,955,871   

42,421,284   1,215,412   2,651,277   46,287,973   (3,212,803)  43,075,170   

811,944   28,469   △ 2,375   838,038   42,663   880,701   

13,993,127   8,141,094   1,816,829   23,951,050   11,541,028   35,492,078   

77,684   105,056   79,679   262,419   22,691   285,110   

30,340   16,118   32,572   79,030   8,053   87,083   

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

①事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。

②各区分に属する主要な事業の内容

建設事業 ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業 ：不動産の売買及び賃貸等に関する事業

２．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額

当期   9,411,275    千円

前期   12,236,071    千円

その主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）及び長期投資資金（投資有価証券）等である。

（２）所在地別セグメント情報

在外連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

（３）海外売上高

海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、連結財務諸表規則様式第三号（記載上の注意5）に基づき、海外

売上高の記載を省略した。

（２）セグメント間の内部売上高又は振替高

　当　期（平成１５．４．１～平成１６．３．３１）

減価償却費

資本的支出

計

売上高

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

資産

営業費用

営業利益（△損失）

　前　期（平成１４．４．１～平成１５．３．３１）

減価償却費

資本的支出

売上高

計

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出

資産

営業費用

営業利益（△損失）

（２）セグメント間の内部売上高又は振替高
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６．有価証券関係
（当連結会計年度）

（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成16年3月31日）
単位：千円

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額
（１） 連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 736,175          1,015,911          279,735          
債券

国債・地方債等                           -                           -                           -
その他                           -                           -                           -

その他                           -                           -                           -
736,175          1,015,911          279,735          

（２） 連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 763,547          622,685          △ 140,861          
債券

国債・地方債等                           -                           -                           -
その他                           -                           -                           -

その他                           -                           -                           -
763,547          622,685          △ 140,861          

1,499,722          1,638,596          138,873          

（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成16年3月31日現在）
その他有価証券

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 309,777 千円

② 非上場国内債券等 101,036 千円

（前連結会計年度）

（１）その他有価証券で、時価のあるもの（平成15年3月31日現在）
単位：千円

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額
（１） 連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの
株式 22,749          26,998          4,248          
債券

国債・地方債等                           -                           -                           -
その他                           -                           -                           -

その他                           -                           -                           -
22,749          26,998          4,248          

（２） 連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 1,717,056          1,194,059          △ 522,997          
債券

国債・地方債等                           -                           -                           -
その他                           -                           -                           -

その他                           -                           -                           -
1,717,056          1,194,059          △ 522,997          
1,739,806          1,221,057          △ 518,748          

（２）時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成15年3月31日現在）
その他有価証券

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 286,702 千円
② 非上場国内債券等 99,970 千円

合　　　　　　　　　　計

小　　　　　計

小　　　　　計
合　　　　　　　　　　計

小　　　　　計

小　　　　　計
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７．デリバティブ取引関係

金利スワップ取引（契約額　７７３，３６０千円）を行っておりますが、支払利息を固定化する目的のため、

かつ評価損益相当額も少額であり重要性が乏しいため、時価及び評価損益の記載を省略しております。

８．関連当事者との取引

記載すべき重要な事項はありません。

９．退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社においては、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

この退職一時金制度においては、全面的に企業年金制度（税制適格年金制度）に移行しております。

２．退職給付債務等の内容（平成16年3月31日現在）

（１）退職給付債務及びその内訳（平成16年3月31日現在）
単位：千円
2,522,587
1,555,528

205,502
306,092

0
455,463

（２）退職給付費用の内訳（平成15年4月1日～平成16年3月31日）
単位：千円

149,618
85,967

▲ 53,154
205,502
59,125

0
447,060

（３）退職給付債務等の計算基礎
期間定額基準

2.5%
2.75%

5年
発生時の従業員の平均残存勤務年数以内の一定の年数による定額法により、

翌連結会計年度から費用処理することとしている。

退職給付見込額の期間配分方法

利 息 費 用

5年

割 引 率
期 待 運 用 収 益 率
会計基準変更時差異の処理年数

未認識数理計算上の差異処理年数等

合 計

数 理 計 算 上 の 差 異 償 却 費 用

未 認 識 過 去 勤 務 債 務

過 去 勤 務 債 務 償 却 費 用

勤 務 費 用

期 待 運 用 収 益
会 計 基 準 変 更 時 差 異 償 却 費 用

退 職 給 付 引 当 金

退 職 給 付 債 務
年 金 資 産
未 認 識 会 計 基 準 変 更 時 差 異
未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異
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１０．受注及び販売の状況

（１）　受　注　高

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率 金　　　　額 増減比率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

建設事業

土木工事 25,295,799     60.0  19,275,043     47.9  6,020,756     31.2  

建築工事 16,901,772     40.0  17,751,504     52.1  △ 849,732    △4.8  

合　　　　計 42,197,571     100.0  37,026,547     100.0  5,171,024     14.0  

（２）　売　上　高

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率 金　　　　額 増減比率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

建設事業

土木工事 24,545,807     56.5  25,225,296     57.4  △ 679,489    △2.7  

建築工事 17,637,346     40.6  17,357,629     39.5  279,717     1.6  

建設事業計 42,183,153     97.1  42,582,925     96.9  △ 399,772    △0.9  

その他 1,278,022     2.9  1,372,946     3.1  △ 94,924    △6.9  

合　　　　計 43,461,175     100.0  43,955,871     100.0  △ 494,696    △1.1  

（３）　次　期　繰　越　高

金　　　　額 構成比率 金　　　　額 構成比率 金　　　　額 増減比率

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

建設事業

土木工事 21,780,544     53.1  21,030,552     51.2  749,992     3.6  

建築工事 19,270,878     46.9  20,006,452     48.8  △ 735,574    △3.7  

合　　　　計 41,051,422     100.0  41,037,004     100.0  14,418     0.0  

区　　　分

区　　　分 Ｈ１４．４．１～Ｈ１５．３．３１

区　　　分

当　　　　期

当　　　　期

Ｈ１５．４．１～Ｈ１６．３．３１

Ｈ１５．４．１～Ｈ１６．３．３１

Ｈ１４．４．１～Ｈ１５．３．３１
増　　　　減（△）

当　　　　期 前　　　　期
増　　　　減（△）

Ｈ１５．４．１～Ｈ１６．３．３１

増　　　　減（△）
前　　　　期

前　　　　期

Ｈ１４．４．１～Ｈ１５．３．３１
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